
千葉市子育てのための施設等利用給付費の支給に関する要綱（幼稚園の預かり保育料等） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

第３０条の１１第１項に規定する施設等利用費の支給を実施するにあたり、子ども・子育

て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）及び子ども・子育て

支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号。以下「府令」という。）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、法、令及び府令で使用する用語の例による。 

 

（対象者） 

第３条 支給の対象者は、次の各号いずれかに該当する者で、企業主導型保育事業に在籍し

ていない者とする。 

（１）法第３０条の４第２号に規定する小学校就学前子どものうち、本市に住所を有する者

または本市に住所を有すると市長が認める者で、法第３０条の５に基づき本市の認定を

受けた者とする。 

（２）法第３０条の４第３号に規定する小学校就学前子どものうち、本市に住所を有する者

または本市に住所を有すると市長が認める者で、法第３０条の５に基づき本市の認定を

受けた者とする。 

（３）法第１９条第１項第２号に規定する小学校就学前子どものうち、本市に住所を有する

者または本市に住所を有すると市長が認める者で、法第２０条に基づき本市の認定を受

けた者とする。 

 

（対象施設等） 

第４条 対象施設等である子ども・子育て支援施設等は次に掲げる施設又は事業とする。 

（１）法第７条第 10 項第４号に規定する認可外保育施設 

（２）法第７条第 10 項第５号に規定する預かり保育事業（ただし、法第７条第 10 項第 1

号に規定する認定こども園、法第７条第 10 項第２号に規定する幼稚園または法第７条第

10 項第３号に規定する特別支援学校に限る。） 

（３）法第７条第 10 項第６号に規定する一時預かり事業 

（４）法第７条第 10 項第７号に規定する病児保育事業 

（５）法第７条第 10 項第８号に規定する子育て援助活動支援事業（ただし、ファミリー・

サポート・センター事業で、援助を行うものに限る（送迎を除く。）。） 

 



（子育てのための施設等利用費の請求） 

第５条 第３条各号に掲げる子どもの保護者（以下「保護者」という。）は、法第３０条の

１１第１項に基づき施設等利用費を市長に請求することができる。 

２ 前項に基づく請求をしようとする保護者は、市長が定める期日までに、施設等利用費交

付申請書兼請求書（様式第１－１号～３号）又はこれに準ずる様式に、次に掲げる書類を

添付して、市長に提出するものとする。 

 ア 領収証 

 イ 特定子ども・子育て支援提供証明書（原本）又は相互援助活動報告書（様式第１―４

号。ファミリー・サポート・センターの場合。）（原本） 

 ウ ア、イに替えて、ア、イを統合した「特定子ども・子育て支援に係る領収証兼提供証

明書」（原本） 

３ 市長は、前項に規定する請求書等を受理したときは、その内容を審査し、支払いを決定

したときは、その旨を施設利用費支払通知書（様式第２号）により、支払いを行わない場

合は、その旨を申請者に通知するものとする。 

 

（支払方法） 

第６条 前条に基づく請求の支払方法については、市長から保護者へ四半期ごとに支払う

ものとする。ただし、市長が特段の理由があると認めた場合はこの限りではない。 

 

（施設等利用費の額） 

第７条 施設等利用費の額は、令１５条の６に基づき別表のとおりとする。ただし、現に要

した費用の額が別表に掲げる額を下回る場合には、現に要した費用の額とする。 

 

（施設等利用費の返還） 

第８条 保護者が偽りその他不正な手段により施設等利用費の支給を受けた場合、市長は

すでに支給した額の全部又は一部を返還させることができる。 

 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

 

附則 

１ この要綱は、令和元年１２月２４日から施行する。 

 

 



（別表） 

在籍区分 
施設等利用費 

第３条（１）及び（３） 第３条（２） 

認定こども園 

幼稚園 

特別支援学校 

上限月額 11,300 円※2,3 上限月額 16,300 円※2,3 

認可外保育施設等※1,4 上限月額 37,000 円※4 上限月額 42,000 円※4 

※1 認可外保育施設等とは、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、ファミリー・

サポート・センター（以下「認可外保育施設等」という。）とする。 

※2 施設等利用費（預かり保育事業）の算定については、利用日数に日額単価（450 円）を

乗じて計算した支給限度額（上限月額 11,300 円。第３条（２）の場合は上限月額 16,300

円）と実際に支払った実績額を月ごとに比較して、少ない方の額を支給額とする。 

※3 在籍園（認定こども園、幼稚園又は特別支援学校）で預かり保育事業を実施していない

場合、又は在籍園の預かり保育事業について、教育時間を含む平日の預かり保育提供時間

数が８時間未満又は年間（平日・長期休業中・休日の合計）開所日数が 200 日未満に該当

する場合は、認可外保育施設等の利用料も含めた額となる。 

※4 認定こども園、幼稚園又は特別支援学校に在籍する者を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１－１号（第５条） 

 



様式第１－２号（第５条） 

 



 



 



様式第１－４号（第５条） 

 

様式第１－４号（第５条）相互援助活動報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第５条） 

 

年  月  日 

 

 

千葉市長 

 

施設利用費支払通知書 

 

請求のありました施設等利用費について、下記の通り振込の手続きを行いますので通知

します。 

 

給付対象児童の 

氏名及び生年月日 

 

保 護 者 の 氏 名  

住 所  

振 込 予 定 日  

金 額  

金 融 機 関  

口 座  

 

明細 

対象年月 金額 対象年月 金額 対象年月 金額 

 円  円  円 

 円  円  円 

 円  円  円 

 円  円  円 

 

（審査請求等について） 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

 


